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ひきこもり実態調査アンケートの結果報告について 

 

  ひきこもりに関する支援を強化するため、職務上ひきこもり本人や家族とふれあう機会のある方を

対象に、ひきこもり本人やその家族が必要な支援につながっているか、またどのような支援が必要であ

るかについて調査を実施しました。今般その結果がまとまりましたので、概要を報告いたします。 

  

 １ 実施期間 

    令和５年９月 11 日から令和５年 10 月 20 日 

 ２ 調査対象 

    区職員のほか、民生児童委員・委託業者など職務上ひきこもりの本人や家族とふれあう機会があ  

   ると考えられる方（別紙 結果報告書 P2 １アンケート協力依頼先 参照） 

 ３ アンケート調査方法 

   LoGo フォームによる回答 

 ４ 配布数・および回答数 

  配布総数 1,298 件  回答数   240 件 

 ５ 主な設問と回答 

設 問 分 析 

Q3 ひきこもり事例の把握したことがあるか 回答者の６割がひきこもり事例に遭遇している 

Q4 どのようなきっかけで把握したか 職務を通じて把握した例が多く、その中でも 

家族からの相談がきっかけとなるものが多い 

Q7 どのような対応をしたか 過半数が情報提供や見守りにとどまっている 

相談につながっていないことが多い 

Q8 相談を受けて難しく感じるところ 本人や家族も支援を望んでいない場合が多く、 

アプローチする機会をつかむのが難しい 

Q９ 具体的な支援として何が必要か 

    

就労を目的としない支援・専門の相談機関の設 

置など、ひきこもりに特化した支援を求める声 

が多かった 

 6  自由意見 

   支援を望まないケースへのアプローチが難しいことや、支援には長期間を要すること。支援が途切

れることのないよう支援機関の情報共有を指摘する声があった。また、支援の在り方として、専門の

相談・支援の機関の必要性や就労を目的としない支援や居場所の確保を指摘する声もある。 

 ７  今後の取組 

   調査結果を参考に、現在行っている家族会への支援に加え、実行計画（第２次）に沿って、専門の

相談機関、居場所の設置やサポーターの養成講座（講演会）の開催など、本人や家族が相談を受けや

すい環境を整備する。また、確実に本人や家族が支援につながるよう専門の相談機関を中心に支援機

関の連携を図っていく。 
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